
こども未来室決算（抜粋）推移表 資料③

平成15年度決算 平成16年度決算 平成17年度決算 平成18年度決算 平成19年度決算 平成20年度決算 平成21年度決算 平成22年度決算 平成２２年度ー平成１５年度

給与費【こども未来室本庁職員】 205,444,174 218,690,217 228,860,174 203,053,709 219,206,965 216,593,284 197,489,645 201,048,007 -4,396,167
児童福祉総務費【児童福祉総務費】 40,087,887 35,522,610 39,446,256 33,983,140 47,132,166 46,389,960 45,361,857 37,343,515 -2,744,372
幼児教室措置費【児童措置費】 17,029,351 16,645,792 17,088,017 17,112,871 16,839,811 18,977,281 20,231,629 18,942,844 1,913,493
保育所管理費【公立・民間保育園運営費】 4,363,346,470 4,332,989,904 4,342,041,100 4,441,925,021 4,290,470,167 4,196,502,831 4,158,677,550 4,227,322,778 -136,023,692
（再掲）給与費【保育園職員】 2,403,815,742 2,262,725,837 2,088,845,809 1,967,431,143 1,883,939,755 1,767,456,165 1,623,616,118 1,629,656,112 -774,159,630
（再掲）公立保育運営費（給与費含む） 3,374,926,244 3,219,589,544 3,057,882,715 2,919,023,313 2,831,673,678 2,720,172,496 2,620,510,179 2,613,615,915 -761,310,329
（再掲）民間保育運営費 988,420,226 1,113,400,360 1,284,158,385 1,522,901,708 1,458,796,489 1,476,330,335 1,538,167,371 1,613,706,863 625,286,637
（再掲）維持補修費【公立保育園】 32,278,234 31,570,339 14,260,599 25,861,063 25,810,730 18,935,297 21,029,630 18,563,155 -13,715,079
母子福祉費 2,964,972 11,603,742 8,923,143 13,508,775 16,278,405 14,420,377 41,390,530 37,637,800 34,672,828
0531地域子育て支援費 45,553,559 36,821,917 61,269,949 116,151,621 81,617,265 82,211,081 109,247,081 57,002,468 11,448,909

合計 4,674,426,413 4,652,274,182 4,697,628,639 4,825,735,137 4,671,544,779 4,575,094,814 4,572,398,292 4,579,297,412 -95,129,001

幸保育園民営化
信太第一保育園
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本庁職員のため、民営化の費用効果に直接関係しないが、推移参考資料として記載。 民営化により職員退職不補充等により、一定人件費が抑制されている。
平成15年度当初304名が平成22年度当初には262名で42名の減員となっている。別紙保育園職員退職・採
用推移表を参照。

ファミリーサポートセンター、助産施設などの費用も含んでいるが、ファミリーサポートセンターは、増額していなく、助産
施設は増額されているが国制度によるものであるから、民営化の効果によるものではありません。

民間保育園経費は民営化により増額、公立保育所運営費は施設減となっているが、微増している。保育所
管理全般としては、民営化の効果により減少している。

給与費【こども未来室本庁職員】
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（再掲）給与費【保育園職員】
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（再掲）給与費【保育園職員】
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幼児教室措置費【児童措置費】
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（再掲）維持補修費【公立保育園】
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（再掲）維持補修費【公立保
育園】
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（再掲）公立保育運営費（給与費含む）
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（再掲）公立保育運営費（給与費
含む）

微増傾向にあるが、民営化の効果をもって施策拡充を行っていない。

民営化により増額している。

民営化により施設数減により、一定減額となっている。

増額されているが、国制度変更に伴うものであり、民営化の効果で増額していない。 民営化の効果をもって、地域子育て支援センターの増設、エンゼルハウスの増設等を行っており、今後も増
設予定。
平成22年度から、地域子育て支援センターの再任用職員、非常勤職員の直接雇用者である人事課予算と
なったことから約3,900万円が減額決算となったが、実経費はほぼ横ばいとなっています。

（再掲）民間保育運営費
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（再掲）公立保育運営費（給与費
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民営化に効果により減少している。
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合計

4,400,000,000
4,450,000,000
4,500,000,000
4,550,000,000
4,600,000,000
4,650,000,000
4,700,000,000
4,750,000,000
4,800,000,000
4,850,000,000

平
成

15
年

度
決

算
平

成
16

年
度

決
算

平
成

17
年

度
決

算
平

成
18

年
度

決
算

平
成

19
年

度
決

算
平

成
20

年
度

決
算

平
成

21
年

度
決

算
平

成
22

年
度

決
算

合計

民営化による効果額は、給与費【保育園職員】で顕著にでている。こども未来室の決算推移は民営化の効果により減額
で推移しているが、在宅支援の増額も見受けられていることや保育所も給与費を除くと減額となっていない。こども未来
室決算額の減額分は、他部署の施策である乳幼児医療費助成等に効果的に配分できていることも、上記表からわかり
ます。平成15年度と比較してこども未来室予算差引きで、現状経過すると仮定した場合に毎年約95,000,000円の減額効
果を上げながら、在宅子育て支援施策へのシフトなどにより保育を含む子育て支援全般のサービスの向上が図れていく


